
  

別紙１ 

令 和 ８ 年 ８ 月 1 1 日 
高齢施策担当部高齢社会対策課 

  

 

練馬区立敬老館運営業務委託事業者募集要領 

 

練馬区立敬老館（以下「敬老館」という。）７館のうち、大泉北、南田中、三原台敬老

館の運営業務委託事業の応募申請については、以下をお読みいただき、指定された書類

を提出してください。 
 

１ 公募の趣旨 

大泉北、南田中、三原台敬老館の運営業務については令和９年３月末をもって委託

期間が終了します。令和９年４月以降の運営業務について、利用する区民の立場に立

ち、かつ効果的・効率的で質の高いサービスを提供できる事業者を選定するため、プ

ロポーザル方式で実施します。 
大泉北敬老館、南田中敬老館および三原台敬老館は、運営事業者をそれぞれ募集し 
ます。 

 
２ 公募する施設の概要等 

 ⑴ 設置目的 

敬老館は、練馬区立敬老館条例（昭和 45年 10 月 12 日条例第 34号、以下「条例」 
という。）により、練馬区（以下「区」という。）が設置しているもので、「地域にお

ける高齢者の健康および福祉の増進を図ること」を目的としています。 
⑵ 施設の概要 

  公募する敬老館の施設概要参照 

 ⑶ 利用料 

   条例第７条により、敬老館の利用は無料とします。 

 ⑷ 休館日 

日曜日、国民の祝日に関する法律第３条に定める休日（敬老の日を除く）、 

１月１日～３日および 12 月 29 日～31 日 

⑸ 開館時間 

   午前９時～午後５時 

⑹ 利用者の範囲 

① 練馬区内に住所を有する 60 歳以上の者 

 ② ①に規定する者を構成員とする 10名以上の団体 
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 ⑺ 団体利用 

①  大泉北敬老館 
原則として、毎週木曜日の午前９時～正午とし、延長は、午後２時までとしま

す。（※団体利用申請のある日のみ） 
②  南田中敬老館 
原則として、毎週木曜日の午前９時～正午とし、延長は、午後２時までとしま

す。（※団体利用申請のある日のみ） 
    ただし、多目的会議室については、事業等を実施していない場合に限り、団体

利用を認めます。 
多目的会議室の利用時間：午前９時～正午および午後１時から午後４時 30 分 

③  三原台敬老館 
原則として、毎週木曜日の午前９時～正午とし、延長は、午後２時までとしま 
す。（※団体利用申請のある日のみ） 

    ただし、集会室については、事業等を実施していない場合に限り、団体利用を

認めます。 
集会室の利用時間：午前 9時～正午および午後 1時から午後 4時 30 分 

⑻ 夜間団体利用 
午後６時～午後９時 30分（※団体利用申請のある日のみ） 

 ⑼ 三原台敬老館の日曜利用 
午前 10 時～午後４時（※団体利用申請のある日のみ） 

  

３ 応募資格 

募集施設と同規模の施設運営能力がある法人その他団体で、つぎのいずれかの条件 
を満たすもの。 
⑴ 練馬区から高齢者福祉事業の委託を受けている。 
⑵ 東京都内において福祉施設または同種の施設を運営している。 

 

４ 欠格条項 

  つぎのいずれかに該当する場合は、申請できません。 

⑴  地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当するもの 
 ⑵ 練馬区から指名停止措置を受けているもの 

 ⑶ 法人税、法人事業税、消費税、地方消費税、所得税、個人事業税、特別区民税等

を滞納しているもの、または、代表者がこれらの税金を滞納しているもの 

 ⑷ 会社更生法、民事再生法等により更正または再生手続を開始している法人 

 ⑸ 団体の役員または構成員が練馬区契約における暴力団等排除措置要綱（平成22年

8月2日22練総経第335号）別表に掲げる措置要件のいずれかの規定に該当するもの 
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 ⑹ 区長、副区長、教育長、教育委員会の委員、選挙管理委員会の委員、監査委員も

しくは農業委員会の委員（以下この号において「区長等」という。）または議員が、

申請団体の無限責任社員、取締役、執行役もしくは監査役またはこれらに準ずるべ

き者、支配人および清算人（以下「無限責任社員等」という。）となっている法人

（区長等が申請団体の無限責任社員等になっている法人については、区が資本金、

基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上出資しているものを除く。） 
 
⑴関係 地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当するもの 

（一般競争入札の参加者の資格） 

地方自治法施行令 第百六十七条の四  普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一

般競争入札に次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 

一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

二 破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二条第一項

各号に掲げる者 

２  普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると

認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことができ

る。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様

とする。 

一  契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは

数量に関して不正の行為をしたとき。 

二  競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、

若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

三  落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

四  地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の

執行を妨げたとき。 

五  正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 

六  契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の事

実に基づき過大な額で行つたとき。 

七  この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契

約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 

（契約の履行の確保） 

地方自治法 第二百三十四条の二  普通地方公共団体が工事若しくは製造その他についての請負契約

又は物件の買入れその他の契約を締結した場合においては、当該普通地方公共団体の職員は、政令の

定めるところにより、契約の適正な履行を確保するため又はその受ける給付の完了の確認（給付の完
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了前に代価の一部を支払う必要がある場合において行なう工事若しくは製造の既済部分又は物件の既

納部分の確認を含む。）をするため必要な監督又は検査をしなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 第三十二条 国及び地方公共団体は、次に掲げる

者をその行う売買等の契約に係る入札に参加させないようにするための措置を講ずるものとする。 

一 指定暴力団員 

二 指定暴力団員と生計を一にする配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。） 

三 法人その他の団体であって、指定暴力団員がその役員となっているもの 

四 指定暴力団員が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有する

者（前号に該当するものを除く。） 

 

⑸関係 練馬区契約における暴力団等排除措置要綱(平成 22 年 8 月 2 日 22 練総経第 335 号)別表  

措置要件 期 間 

 １ 暴力団員等であるときまたは暴力団員等が有資格 

  者の経営に実質的に関与しているとき。 

 

 

 

 ２ 業務に関し、不正に財産上の利益を図るため、ま 

  たは第三者に損害を加えるために暴力団または暴力 

  団員等を利用したと認められるとき。 

 

 ３ 暴力団または暴力団員等に対して、直接もしくは 

  間接的に金銭、物品その他の財産上の利益を与え、 

  便宜を供与し、または暴力団の維持もしくは運営に 

  協力したと認められるとき。 

 

 ４ 暴力団または暴力団員等と社会的に非難される関 

  係を有していると認められるとき。 

 

 ５ 下請契約、資材・原材料の購入契約その他自らが 

  行う契約に当たり、その契約の相手方が前各号のい 

  ずれかに該当するものであることを知りながら、当 

  該契約を締結したと認められるとき。 

 

当該認定をした日から 24 か月

（措置期間内に改善されない場

合は、改善されたと認められる

日まで。以下同じ。） 

 

当該認定をした日から24 か月 

 

 

 

当該認定をした日から12 か月 

 

 

 

 

当該認定をした日から12 か月 

 

 

当該認定をした日から12 か月 
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 ６ 有資格者が、第5条の規定による勧告を受けた日 

  から 1年以内に再度勧告に相当する行為があったと 

  き。 

当該認定をした日から12 か月 

※受託者の候補として決定する前に、上記項目に該当しないことの確認のため、誓約書

を提出いただきます。また、税関係の証明書を提出していただくことがあります。 

 

５ 委託の期間 

令和９年４月１日から令和 10 年３月 31日までの１年間 

※ただし、成績評価を行った結果、履行状況が良好であれば最長３年（更新２回）

の随意契約を行うことができます。 

 

６ 概算経費（令和９年度） 

  大泉北敬老館：15,697,000 円（税込） 

  南田中敬老館：15,801,500 円（税込） 

  三原台敬老館：16,915,000 円（税込） 

令和８年度契約額等を参考に作成 

※概算経費を超えた見積金額の提案は無効とします。 

※概算人件費は令和８年度基準で積算してください。 

（契約締結時には情勢を鑑み、人件費上昇分を上乗せする場合があります。） 

 

７ 委託業務内容 

⑴ 施設利用に係る業務 
① 個人・団体利用登録受付 
②  施設利用受付・案内 
③  利用者間の利用調整 
④  利用者の安全管理 
⑤  苦情処理 
⑥  緊急時対応 
⑦ 感染症発生時の対応 
⑧ その他 
※業務の具体的内容に関する細目事項は、協議のうえ仕様で定めます。 
⑵  施設・備品等に係る業務 
①  施設設備の清掃（開館前・閉館後清掃等） 
②  日常の運営に関する消耗品・備品の購入 
③  物品管理 
④  カラオケ・囲碁・将棋盤等の管理 



   

- 6 - 

⑤ 機器の修繕 
⑥  施設設備の軽易な修繕 
⑦  併設施設の防火管理者と協力して行う防火管理業務 
⑧ 感染症等の対策に関する施設設備の消毒等 
⑨ その他 
⑶ 事業実施等に係る業務 
① 高齢者相互の交流の機会および場の提供に関する事業 
ア 高齢者の社会参加支援に関すること 
イ 高齢者の生涯学習の支援に関すること 
ウ 元気高齢者のマンパワーの発掘発展に関すること 
エ 高齢者の憩いとくつろぎの場の提供に関すること 
オ 高齢者のデジタル活用支援に関すること 

② 高齢者の健康増進に関する事業 
ア 高齢者の介護予防に関すること 
イ 高齢者の健康づくりに関すること 
ウ 高齢者の各種相談に関すること 

③  各種情報提供（新聞・雑誌の購読契約、ポスター掲示、ちらし配布等） 
④  敬老の日記念事業の実施に関すること 
⑤  その他区長が必要と認めた事業に関すること 
⑷ その他 
① 受託業務報告書作成 
 ②  利用者アンケート等の実施 
 ③  関係機関との連絡調整 

  ④  備品管理 
  ⑤  その他 
 

８ 運営にあたっての条件等 

⑴ 運営業務費の決定および支払方法の決定 
① 運営業務費の額については、応募申請時の申請書類（事業計画・収支計画など

の提案内容等）を勘案し、区と法人で協議のうえ、区の予算の範囲内で決定しま

す。 
② 運営業務費は確定払いとし、３か月ごとの請求により後払いとします。 
⑵ 経理の透明性確保 
法人および委託施設の経理については、健全を旨として常に高い透明性を確保す

るとともに、区の求めに応じて必要な報告を行うこととします。 
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⑶ 職員の配置 
下記の条件を満たすこととします。 

① 専任の館長を置くこと 
② 館長などの責任者について、区の定める様式により届け出ること 
③ 委託業務が円滑に履行できる必要な人員を常時配置すること 
④ 社会福祉に精通した職員を１名以上配置すること 
⑷ 館長の業務 
  下記の業務とします。 
① 館の維持運営の統括 
② 苦情処理 
③ 緊急時対応 

   ④ 区の求めに応じて、会議への出席 
  ⑤  その他、館の運営に必要な事項 
⑸ 職員の研修 
館長以下の配置職員に対し、必要な各種研修（情報セキュリティ、接遇、クレー

ム対応等）を実施してください。 
 ⑹ 管理の基準および遵守事項 

以下の基準を基本として、その他の細目については委託契約条項および仕様書を

遵守してください。なお、遵守事項に違反したと認められる場合には、契約期間に

かかわらず本契約を解除することがあります。また、区の被った損害の賠償を請求

することがあります。 
① 関係法令、条例、規則、委託契約書、募集要領等に従うこと 

② 利用者に対して公平かつ適切にサービスの提供を行うとともに、サービスの維

持向上に努めること 

③ 公の施設の運営業務の事業者であることを踏まえ、業務の遂行にあたっては、

特定の個人、団体等に便宜供与若しくは疑いを持たれるような行為は厳に慎むこ

と 
④ 苦情処理に関する規程を設けること 
⑤ 施設、付属設備、鍵および物品の維持管理を適切に行うこと 

⑥ 職員の採用選考および勤務条件等について、関係法令を遵守すること 

⑦ 職員の雇用にあたっては、違法な派遣労働などを容認しないこと 
⑧ 委託対象施設の職員に業務を遂行させるにあたり、労働基準法・労働安全衛生

法等の各種法令の規定を遵守すること 
⑨ 運営業務の実施にあたって知り得た秘密は、法令等に基づき開示する場合を 
除いて、第三者に開示してはならないこと 
⑩ 委託対象施設内はもとより、施設の外においても区の信用を失墜させることの
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ないよう、法人および委託施設の職員の綱紀を保つこと 
⑪ 練馬区災害対策条例および練馬区地域防災計画を遵守し、災害時等には区の指

示に従って対応すること 
⑫ 緊急時の対応に備え、マニュアルを整備すること（感染症対策を含む） 

⑬ 防火管理者を選任し、消防計画の作成、訓練の実施等、防火管理上必要な業務

を適切に行うこと 

⑭ 運営業務の遂行に当たって情報システムを用いる必要がある場合は、事前に区

と協議し文書による承諾を受けること 
⑮ 利用者の個人情報保護については、万全を期すこと。個人情報保護については、

別紙１「情報の保護および管理に関する特記事項」を遵守し、職員研修等を通じ

て意識の徹底を図り、職員の退職後も含めて遺漏のないようにすること 
⑯ 個人情報の取り扱いに関する事故が発生した場合には、直ちに区に報告をする

こと 
⑰ 利用者等の人権に配慮して運営業務を行うとともに、職員に適切な人権研修を

行うこと 
⑱ 福祉分野における事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための

措置に関する対応指針（平成 27年 11 月 11 日厚生労働大臣決定）に基づき、不

当な差別的取扱いの禁止および合理的配慮の提供をするために必要な措置を講

ずること 
⑲ 練馬区における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領（平成28

年 3 月 10 日 27 練福障第 2089 号）を踏まえ、区と同等の合理的配慮の提供を行

うこと 
⑳ ハラスメントに対しては、練馬区職員のカスタマーハラスメント防止に係る指

針（ガイドライン）に則った対応を行うこと 
㉑ 環境関連法令等を遵守し、環境負荷の低減に努めた運営を行い、関連データの

報告をすること 
㉒ 事務用品、電気製品など物品の購入、印刷物の発注にあたっては、「区の物品
購入等におけるグリーン購入推進手順書」および「練馬区役所プラスチック削

減指針」に基づき、環境への負荷の少ない物品を選択し購入、発注すること 
㉓ 区民雇用を促進し、特に高齢者および障害者の雇用についても配慮すること 
㉔ 併設施設や他の区立施設との協力・連携に努めること 

⑺ 区の事業への協力 

別紙２「練馬区立敬老館で施設の運営のほかにご協力いただく区の事業等につい

て」については、区の指示に従い、区立施設としての責務を果たすよう努めてくだ

さい。 
 



   

- 9 - 

⑻ 事業計画の提出 

① 業務の円滑な遂行のため、区が定める期日までに、事業計画書・勤務表等を 
区に提出すること 

② 提出した計画等に対して、区から指示があった場合には、すみやかに計画等 
の変更を行うこと 

⑼ 受託業務報告書の提出 
指定管理者制度適用施設モニタリング実施要領を準用し、モニタリングを実施し

ます。区が定める期日までに、受託業務報告書を提出してください。 
 ⑽ 意見交換等 

館長は、区の指定する会議に参加し、区や他の館長との意見交換を行います。ま

た、敬老館の運営について、必要に応じて区からの指示を受ける場合があります。 
 ⑾ 業務改善命令 

区から業務改善命令があったときは、その通知があったことを知った日から 30
日以内に所定の是正措置を講じてください。 
⑿ 再委託の禁止 

受託者が、受託業務の全部または一部を再委託し、または請負わせることは原

則として認められません。ただし、事前に特定の業務内容および再委託先に関す

る事項を明らかにして区に協議し、文書による承諾を受けた場合はこの限りでは

ありません。 
⒀ 光熱水費等の負担 
①  運営業務に要する光熱水費および廃棄物処理経費については、区の負担としま
す。 

②  運営業務に要する電話料・ＮＨＫ受信料および新聞購入代金については、受託
者の負担とします。 

⒁ パーソナルコンピューター等の利用  
 ① 受託者が受託施設の事業執行等に関連してパーソナルコンピューター（タブレ

ット端末等を含む）を事務室内に設置し、インターネット接続の回線を敷設する

場合、施設内の配管は無償で貸与します。ただし、必要なハードウェア（通信回

線を含む）、ソフトウェア、回線工事費、回線使用料（電話通話料を含む）は受

託者の負担とします。パーソナルコンピューター等の使用に係る電気代は区の

負担とします。 
② パーソナルコンピューター（タブレット端末等を含む）で個人情報の取り扱い 
をした場合においては、受託期間満了時に全ての個人情報を区に引き渡すとと

もに、ハードディスク等に保管されている情報を再現不可能な状態で破壊され

たことが証明される報告書等を区に提出することにより検証を受けることとし

ます。 
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③ 敬老館におけるパソコン等の適用業務の範囲は、つぎのとおりとします。 
 ア 文書作成（印刷・保存・再利用） 
  ㋐ 介護予防事業等のメニューおよび資料作成 
  ㋑ 敬老館運営に関するニュースおよび資料作成 
 イ インターネットの活用 
  ㋐ 情報収集 
  ㋑ ホームページ等による情報発信 
  ㋒ 受託者の本部等とのメールでの文書交換及び情報交換 
    ㋓  区とのメールでの文書交換及び情報交換 
 ウ 高齢者のデジタル活用支援に関する事業(ZOOM等） 
 エ 電子申請システムによる団体の利用申請等受付 
 オ 区や関係機関とのオンライン会議 
 カ 受託者の本部の会計処理システム   
 キ その他、講師等関係者との諸連絡や利用者対応等 
⒂ 災害・その他 

   災害、感染症等、その他事業継続が困難など不測な事態が生じた場合は、事業の 
変更や休止について、区と協議します。 

 ⒃ 国民保護法で想定する有事への対応 

武力攻撃事態等における国民の保護のために措置に関する法律（平成 16年法 

律第 112 号）が想定する武力攻撃等の際に、館を緊急一時避難施設として提供する

こととします。 

 
９ 準備委託 
⑴ 準備委託の趣旨 

該当する敬老館を現在運営している受託者と、選定された事業者が異なる場合は、

委託対象施設の引継を行うことを目的とした準備委託契約を締結することとなり

ます。 
⑵ 契約期間 
令和９年３月中の１週間程度を予定 
※時期・期間等の詳細については、別途協議のうえ決定します。 
※準備委託期間は、委託開始１年目として換算しません。令和９年４月１日以降

の本委託を委託開始１年目とします。 
⑶ 委託内容等 
① 区の指示に基づき「７委託業務内容」を履行するために必要な職員の業務の習 
得や習熟等を目的とした実践訓練を行います。 

② 引継等については、必要に応じて敬老館において実施します。 
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③ 準備委託概算経費（令和８年度） 

   大泉北敬老館：437,000 円（税込） 

   南田中敬老館：439,000 円（税込） 

   三原台敬老館：470,000 円（税込） 

   ※区と受託事業者で協議の上、区の予算の範囲内において定めます。 
 

10 事業継続が困難となった場合の措置 

⑴ 受託者の責めに帰すべき事由により適正な管理運営等を行っていないと認めら 
れる場合、またはそのおそれが生じた場合は、区は、受託者に対して業務改善命令  

を行い、その通知があったことを知った日から 30 日以内に改善策の提出および実
施を求めることができるものとします。この場合において、受託者が当該期間内に

改善することができなかったときには、区は受託者との委託契約等を解除すること

ができます。 
⑵ 受託者の財務状況が著しく悪化し、契約に基づく運営等の継続が困難と認めら 
れる場合は、区は受託者との委託契約等を解除することができます。 
⑶ ⑴・⑵により委託契約等を解除された場合には、受託者は区に生じた損害を賠 
償しなければなりません。 
⑷ 受託者は、区の責めに帰すことができない理由により契約の継続を行わない場  
合は、契約解除の６か月前までに区に契約解除を申し出なければなりません。 
⑸ 不可抗力その他、区または受託者の責めに帰すことができない事由により契約 
の継続が困難となった場合は、区と受託者は契約の継続の可否について、協議す 
ることとします。 
 

11 損害賠償 

  受託者およびその職員等が、故意または過失により第三者または区に損害を与え、

施設の管理者として区が賠償の責を負った場合、区は賠償のうえで受託者に対して求

償権を行使します。 
  上記の他、本委託業務の履行にあたって、その責めに帰すべき事由により、区に損
害を与えたときは、受託者の責任において賠償するものとします。 

 
12 保険の加入等 

  受託者は、必要な賠償責任保険等に加入してください。 

 
13 応募期間および提案書等の提出期限 

⑴ 事前提出書類の提出方法 

応募をする団体は、以下のとおり書類をメールでご提出ください。提出の翌営業 
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日までに、受領の連絡をします。 

① 提出書類 

提出様式１「応募事前申込書」 

② 受付期間 

   令和８年８月 12 日（水）～８月 26日（水） 

③ 提出先 

練馬区高齢施策担当部高齢社会対策課 区立施設運営係 森・櫻井・小出 

メール： KOUREITAISAKU15@city.nerima.tokyo.jp 

⑵ 申請の方法 

① 提出書類 

提出様式２「提出書類一覧」の該当する書類を区に直接提出してください。 

※提出する際は、あらかじめ電話（03-5984-1350）で日時を連絡してください。 

 郵送による受付は行いません。 

② 受付期間 

・経営診断に必要な書類 令和８年８月 12日（水）～８月 28 日（金） 

・それ以外の全ての書類 令和８年８月 12日（水）～９月 16 日（水） 

※事業者選定にあたっては、経営診断を行います。そのため、経営診断に必要

な書類は提出期限を早めています。 
③ 受付時間 

午前９時から午後５時まで（土曜・日曜・祝日を除く） 

④ 受付場所    

    練馬区役所西庁舎３階 高齢施策担当部高齢社会対策課区立施設運営係 

⑶ 提出部数等 

  ① 提出様式２のうち、Ａ～Ｄ ８部（正本１部、副本７部） 

    ※同一申請者が複数の敬老館に応募する場合、提出書類ＢおよびＤ―１は、い

ずれか 1施設の提出書類にのみ添付してください。その他の施設の提出書類

への添付は不要です。 

  ② 提出様式２のうち、 Ｅ  ２部（正本１部、副本１部） 

    ※提出書類のうちＥ部分については、別綴にて２部提出ください。 

    ※同一申請者が複数の敬老館に応募する場合、提出書類Ｅは、いずれか 1施設

の提出書類として、別綴にて２部ご提出ください。その他の施設の提出書類

としては、不要です 

  ③ 提出書類一式をＡ４判ファイルに縦左２点穴開け綴じにしてください。 

  ④ 提出書類には書類名を記入したインデックスを付けてください。 

⑤ 表紙、背表紙に「応募施設名、提出法人名」を記入してください。なお、副本 
７部のうち１部については、区の印刷原稿としますので、インデックス等を貼ら

mailto:KOUREITAISAKU15@city.nerima.tokyo.jp
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ずにコピーしやすいものを用意してください。 
⑥ 提出された書類は返還しません。また、申請に要する経費は、申請者の負担と

します。 
⑷ 追加資料の提出 

   必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

 ⑸ 質問事項の受付および回答 

質問がある場合は、メールにより質問してください。 

① 様式 別紙３「募集要領に関する質問票」 

②  提出先 
練馬区高齢施策担当部高齢社会対策課区立施設運営係(担当) 森・櫻井・小出 

メール：KOUREITAISAKU15@city.nerima.tokyo.jp 

質問の受付および回答は以下の期間に行います。 

 ・８月 12 日（水）～８月 14 日（金）受付分は８月 21日（金）までに回答 

 ・８月 15 日（土）～８月 28 日（金）受付分は９月４日（金）までに回答 

※質問および回答は、応募事前申込書を提出した全ての事業者に、質問者名を伏

せた上で電子メールにて回答します。 

 ⑹ 注意事項等 
 提出書類の注意事項については、提出様式２「提出書類一覧《注意事項》」のと

おりです。提出書類に不備または、不必要な書類を提出した場合は、失格または減

点の対象となる場合があります。また、一度提出された書類等の差し替えはできま

せん。 
 
14 応募書類および審査に関する情報公開について 

  本件の業者選定情報（提出書類を含む。）は、練馬区情報公開条例（平成 13 年 10
月練馬区条例第 61号）に規定する公文書に該当するものであり、情報公開に際して
は、別紙４「プロポーザル方式による事業者選定情報に係る情報公開基準」に基づき

取り扱うものとします。 
 
15 施設見学の実施について 

応募する施設の運営を令和８年度に受託していない団体は、該当施設の見学会に参

加することができます。応募事前申込書（提出様式１）受付後に連絡します。９月中

旬から下旬を予定しています。（休館日ではありませんが、利用者に迷惑がかからな

い範囲での見学になります。） 
※現地へは各団体で移動してください。車での来館は固くお断りします。 

 

 

mailto:KOUREITAISAKU15@city.nerima.tokyo.jp
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16 選定方法について 

⑴ 受託者候補の選定 

受託者候補は、練馬区立敬老館運営業務委託事業者選定委員会において、提出書

類その他必要な事項を審査して決定します。 

⑵ 審査は評価項目・評価基準（別紙５）に基づき、提出書類の審査、運営施設の現

地視察および事業者によるプレゼンテーションにより行います。 

 

17 評価項目および評価基準について 

  別紙５「評価項目・評価基準」のとおり 
  評価項目・評価基準「４区内事業者か否か」の「区内事業者」とは、申請者が区に

提出する応募申請書（提出様式３）の「主たる事務所の所在地」欄に区内所在地の記

載があり、かつ、以下⑴～⑶のいずれかの条件を満たしていることとします。 
  なお、⑵⑶については⑴で本店の所在地を確認できない場合に限ります。 

⑴ 練馬区内の事業所を本店として、法人登記している。 

⑵ 練馬区内の事業所を本店として、練馬区の競争入札参加資格を得ている。  

⑶ 納税証明書および現地調査等により練馬区内に本店があることを確認できる。 

 

18 結果通知 

  選定結果については、応募した全ての事業者に文書により通知します。 

また、選定された事業者については、区のホームページにて公表します。 

 

19 決定後の手続きについて 

⑴ 仕様書の確定 

細目事項については、区と選定事業者（受託者候補）の間の協議により仕様書を

確定することになります。現在のところ、つぎの主な事項について、仕様書に盛り

込む予定です。 

① 運営業務の内容 

② 運営業務費の支払いに関する事項 

③ 運営業務費の経理に関する事項 

④ 公平性の確保・サービスの維持向上に関する事項 
⑤ 秘密の保持 
⑥ 情報公開（受託者は、原則として区の条例等に準拠した規程の整備をお願いし 
ます。） 

⑦ 個人情報保護（受託者は、原則として法令等に準拠した規程の整備をお願いし 
ます。） 

⑧ 情報セキュリティの確保 
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⑨ 利用者等の人権への配慮 

⑩ 環境配慮 

⑪ 事業計画・事業報告に関する事項 

⑫  安全確保と危機管理 

⑬  緊急時の対応 

⑭ 感染症発生時の対応 

⑮  委託契約解除等の事項 

⑯  委託契約期間満了時等における原状回復義務 

⑰  委託契約期間満了等により業務委託事業者が変更になる場合の引継ぎに関す 

る事項 

⑱ 賠償責任 
⑲ 第三者代行の禁止 
⑵ 欠格事項等に該当した場合 
選定事業者（受託者候補）が応募申請書類等の提出から契約締結までの間に区か

ら指名停止処分を受けるなどにより欠格事項に該当することとなった場合、または

虚偽の提案を行ったことが判明した場合、当該選定事業者（受託者候補）を失格と

し、審査結果が次順位のものを新たに選定事業者（受託者候補）とすることができ

ることとします。 
 
20 その他事項 

⑴ 提出書類の作成および提出等、企画提案に係る費用は提案者の負担とします。 

⑵ 提出された書類は返却しません。区の所定の保存年限経過後に廃棄します。 
⑶ 審査書類提出から契約締結までの間に欠格条項に該当することとなった場合は、 
その時点で失格とします。 
⑷ 提出された提案書等の書類に虚偽の記載をした場合は、無効の扱いとするととも 
に、虚偽の記載をした提案者に対し、指名停止の措置を行うことがあります。 
⑸ 提出された提案書等の書類に記載すべき事項の全部または一部が記載されてい 
ないものは、無効の扱いとする場合があります。 
⑹ 提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権の日本国および日本国 
以外の国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっているものを使用 
した結果、生じた一切の責任は提案者が負うものとします。 
⑺ 本要領に定めのない事項ならびに本要領に疑義が生じた場合は、協議により定め 
ます。 

 ⑻ 本件は、当該事業を含む、令和９年度予算案が可決しない場合には、区は契約を 
締結しない、または解除することができるものとします。なお、これに伴う応募事

業者の損失について、区は損害賠償の責を負わないものとします。 
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⑼ 敬老館については、「練馬区公共施設等総合管理計画〔実施計画〕令和６年度

（2024 年度）～令和 10 年度（2028 年度）」（別紙６）のとおり、機能転換を進め   
ていくものとします。 

 
21 スケジュールについて 

令和８年 ８月 11 日（火・祝）       募集要領等の公表 

        ８月 26 日（水）           応募事前申込書の提出期限 
     ８月 12 日（水）～８月 28 日（金）質問受付期間 

     ８月 12 日（水）～８月 28 日（金）経営診断に必要な書類の受付期間 

       ８月 12 日（水）～９月 16 日（水）申請に必要な応募書類の受付期間 

      ９月中旬～下旬（予定）      施設見学会 
              10 月（予定）           実地調査およびプレゼンテーション 

       11 月                     受託事業者決定・仕様等の協議 

令和９年  ３月               （必要に応じて、引継） 

       ４月               委託開始 

 

22 問合せ先 

練馬区高齢施策担当部高齢社会対策課区立施設運営係  
〒１７６－８５０１ 練馬区豊玉北六丁目 12 番１号 練馬区役所西庁舎３階 

電話 ０３－５９８４－１３５０（直通） 

担当 区立施設運営係 森・櫻井・小出 

E－mail KOUREITAISAKU15@city.nerima.tokyo.jp 

mailto:KOUREITAISAKU15@city.nerima.tokyo.jp


公募する敬老館の施設概要 

 

館  名 大泉北敬老館 南田中敬老館 三原台敬老館 

所 在 地 大泉学園町 4-21-1 南田中 5-15-25 三原台 2-11-29 

併 設 施 設 
大泉北地域集会所 

大泉北地域包括支援センター 

南田中児童館 

南田中児童館学童クラブ 

三原台温水プール 

三原台児童館 

三原台児童館学童クラブ 

 

 施設利用実績  

(令和７年度) 

 

【利用者数】  

個人利用  9,189 人 

団体利用  89 人 

【利用者数】 

個人利用  8,429 人 

団体利用   723 人 

【利用者数】 

個人利用 11,117 人 

団体利用  268 人 

施 設 面 積 
3 階建の２階部分 

276.56 ㎡ 

2 階建の 1 階部分 

446.45 ㎡ 

地上 3 階、地下 1 階建ての 

2 階部分 528.28 ㎡ 

開 設 時 期 
昭和 45 年度開設 

平成 26 年度大規模改修実施 
昭和 49 年度開設 

昭和 53 年度開設 

平成 27 年度空調設備改修 

主 な 施 設 

娯楽室（舞台、カラオケ他） 

休養室 

事務室 

娯楽室(舞台、カラオケ他) 

休養室 

多目的会議室 

事務室 

娯楽室（舞台、カラオケ他） 

休養室 

集会室 

事務室 
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別紙２ 

 

練馬区立敬老館で施設の運営のほかにご協力いただく区の事業等について（一例） 

 

※ここでは、ご協力いただく事業等のうち主なものを掲載しています。事業等は今後変動す

ることもあります。これらの事業等にご協力いただくことを前提に、提案を行ってください。 
 

 

（一例） 

No 事業等の名称 概  要 実施時期 

１ 

事業周知 ･ 啓

発・計画等に関

するパンフレッ

ト・冊子等の配

布・閲覧、ポスタ

ーの掲示 

区報、区議会だより、区の事業や啓発、計画等に関するパ

ンフレット・冊子等を施設に備え置き、区民への配布・閲覧

およびポスターの掲示をお願いする。 

随時 

２ 

自動体外式除

細動器（AED）の

日常点検、操作

等 

 

 平成 17年度から順次、心肺停止状態の方の救命のため

に、自動体外式除細動器（AED)を区立施設に設置してい

る。そのため、施設職員には以下の内容の作業をお願いす

る。 

○AEDを設置していることについて案内表示等により利用

者等へ周知する。 

○「点検担当者」を配置する。日常点検としてインジケータ

（AEDが正常に作動するか否かを示すランプや液晶画面）

により AEDが使用可能な状態にあることを確認し、点検結

果を記録に残す。また、AEDに取り付けられているバッテリ

や電極パッドの交換時期（使用期限等）を把握しておく。 

○消耗品（バッテリ、電極パッド）の定期交換（定期的に保

守委託業者より配送）および機器使用後の交換（保守委託

業者へ連絡することにより配送）を行う。 

○事象発生時に AEDを使用し救命活動を行う（施設内に

限らず施設近隣で発生した場合も含む）。 

○区職員が配置されていない施設においては、AED操作

および救急救命行為ができる者（普通救命講習等受講者）

を最低 1名以上確保する。 

○日常点検（イン

ジケータの確認） 

  …随時 

○消耗品交換  

   …概ね 1.5年

毎および使用後 

    ※機種により

異なる 

○機器操作      

   …事象発生時 

 

３ 
「区長への手

紙」の配付 

区政に対する要望・意見等を、区に提出できるよう、「区長

への手紙」の用紙を施設に備え置き、区民への配付をお願

いする。 

随時 

４ 
区政に関する要

望等の回答 

施設に関する要望、苦情等が寄せられた場合、迅速な回

答をお願いする。 
随時 

５ 

公衆無線ＬＡＮ

環境の提供 

 

（公衆無線ＬＡＮの設置施設） 

○無線アクセスポイントの管理（電源の常時接続、故障時

の連絡） 

○「Nerima Free Wi-Fi」設置施設については、利用者への

利用方法の案内（PR用ステッカーの掲示および利用方法

の配布等） 

通年 



６ 
小災害応急対

策 

小災害応急対策実施要綱（昭和５ ８ 年１ ２ 月２ ７ 日練

総防発第２ ６ ５ 号）に基づく一時避難所として、小災害

（暴風、豪雨、火災等）の際に、施設を利用する。 

小災害発生時 

７ 

災害時における

避難者の受け入

れ等の対応 

「一時避難場所」として受け入れる。また、災害の規模や被

害の状況により、区が当該施設を「臨時的避難所」として開

設する場合や、災害活動拠点として使用する場合に、区に

協力して運営する 

区内に地震、豪

雨等の災害が発

生した場合、また

は発生する恐れ

がある場合 

８ 

男女共同参画

の推進の理解を

深める取り組み 

従事職員等が、練馬区男女共同参画計画に基づき、男女

共同参画の推進を行えるように、可能な形態（各指定管理

者の自主研修、区が実施する男女共同参画事業への参

加、男女共同参画啓発資料の回覧など）で男女共同参画

の推進を行う。 

(区が実施する男女共同参画推進事業は、ねりま区報、練

馬区ホームページで確認する。） 

随時 

９ 

人権問題につい

て理解を深める

ための取り組み 

従事職員等が、人権問題を正しく認識し、利用者等の人権

に配慮した適切な対応が行えるように、可能な形態（各指

定管理者での自主研修、区が実施する人権啓発事業に参

加する、人権に関する啓発資料等を回覧するなど）で人権

研修を行う。 

（区が実施する人権啓発事業は、ねりま区報、練馬区ホー

ムページで確認する。） 

 

随時 

 

10 

えせ同和行為等

があった場合の

対応 

「えせ同和行為への対応について」（21練総人第 122号 

平成 21年 5月 25日付）に準じ、毅然とした対応をする。 

対応をした場合には、施設の所管課を通じて人権・男女共

同参画課に報告する。 

えせ同和行為が

あったとき 

11 

施設に差別的な

落書き等がされ

た場合の対応 

施設に差別的な内容の落書きがされているのを発見した場

合には、①現場を写真に撮るなど記録したうえで、利用者

等の目に触れないように処置し、②所管課を通じて人権･男

女共同参画課へ報告する。③所管課の指示により落書きを

消去する（落書き消去に必要な経費は、施設修繕料に関す

る費用負担の取り決めに従う）。 

落書き発生時 

12 
寿大学通信講

座 

月 1回、受講生の作品を受け取り、添削済の作品を返却

し、翌月のお手本・課題等を渡す。 

また、随時新規受講生の申込受付をお願いする。 

通年 

13 

「避難行動要支

援者名簿登録

票」の配付 

災害時に自力で避難することが困難な方等の名簿および

計画を作成して災害に備えるため、「避難行動要支援者名

簿」および「個別避難計画」の登録票とチラシを区内施設に

備え置き、配付をお願いする。 

【現在設置している施設】福祉部管理課（厚生文化会館含

む）、区民防災課（防災学習センター含む）、区民事務所

（練馬を除く）、地区区民館、敬老館、はつらつセンター、地

域包括支援センター、中村橋福祉ケアセンター（心身障害

者福祉センター）、総合福祉事務所、保健予防課、保健相

談所、国保年金課（後期高齢者医療制度） 

常時 



14 

練馬福祉人材

育成・研修セン

ター事業 

介護・障害福祉サービス事業所への就職を希望する方を

対象としたセミナー等について、ポスターおよびチラシの掲

示・配布を依頼する。 

通年 

年間 30回程度 

15 

練馬区フレイル

予防アプリ「フィ

ット＆ゴー」キャ

ンペーン 

 

キャンペーン実施に伴う周知チラシの配布、対象となる施

設にポイントをためるQRコードの設置等の協力をお願いす

る。 

〈事業の内容〉 

登録者数およびアクティブユーザーを増やし、アプリ利用

者の健康行動と社会参加を促進するため、キャンペーンを

実施する。介護予防事業に参加、はつらつセンター等の対

象施設に来館し QRを読み取ること等の方法で、ポイントが

付与される仕組み。 

10月～１月 

 

16 
高齢者支え合い

サポーター事業 

高齢者支え合いサポーター育成研修実施に伴う、ポスター

およびチラシの掲示・配布を依頼する。 

各施設年１回、研

修実施の１か月

半～２か月前 

17 
三療サービス事

業 

申込み用のハガキをはつらつセンター、敬老館、地区区民

館、厚生文化会館に置き、希望者への配布をお願いする。 

＜事業の内容＞ 

区内に居住する満 65歳以上の高齢者を対象に、はり、きゅ

う、マッサージ、指圧のうち希望するサービスを、年 4回を限

度に練馬区三療師会に加入している施術所で１回 1,500円

の本人負担で受けることができる利用券を交付する。 

常時 

 

18 

三療サービス事

業(施設内サー

ビス） 

 

チラシを敬老館、旭町南地区区民館、厚生文化会館に置

き、周知をお願いする。 

＜事業の内容＞ 

区内に居住する満 60歳以上の高齢者を対象に左記の施

設で２か月に１度、はり、マッサージ、指圧のサービスを、１

回 1,500円の本人負担で受けることができる。 

常時 

19 
高齢者いきいき

健康事業 

申込み用のハガキ（「高齢者いきいき健康事業のご案内」）

を各施設に置き、希望者への配布をお願いする。 

＜事業の内容＞ 

区内に居住する当該年度内に 75歳以上の高齢者を対象

に、①区内公衆浴場、②区内理容店・美容店、③区内は

り・灸・マッサージ指圧施術所、④豊島園庭の湯、⑤区立少

年自然の家「ベルデ」、⑥区内スポーツクラブ、⑦練馬区い

きがいデイサービスの７つのメニューのうち、希望する 1つ

概ね 5 月頃から 2

月末まで 



のサービスに対して補助券等（いきいき健康券）を交付す

る。 

20 熱中症対策 

以下の対応をお願いする。 

①クーリングスポット（涼みどころ）として各施設を開放。 

②各施設の入口等にクーリングスポットの目印となるタペス

トリー等の掲示。 

③熱中症啓発資材等の配架および掲示。 

④クーリングスポット利用者の受入れおよび暑さによる体調

不良者への対応※ 

※区から配備する「熱中症応急処置マニュアル」や「応急キ

ット」を活用し、本人の状態や希望に応じた対応。 

※体調不良申出者の性別、年代、応急キットの使用状況、

救急車の要請の有無等を区へ報告。 

開館時間内常時 

※概ね毎年４月

第４水曜日から 10

月第４水曜日まで 

21 
健口体操普及

事業 

希望のあった施設にて、高齢者を対象としたねりまお口す

っきり体操等の普及事業を実施する。 

〇事業の周知、チラシ作成・配付 

〇申込受付や名簿を作成する。 

〇参加者への対応等、当日の運営に協力する。 

通年 

22 

緊急避難所事

業（ひまわり１１０

番） 

原則として全ての区立施設等を「地域における緊急避難

所」に指定し、子どもたちの緊急時の駆け込み場所としてい

る。各施設には、緊急避難所標示板（ひまわり１１０番のステ

ッカーまたは、プレート）を掲出する。子どもたちの駆け込み

があった場合は、子どもを保護し、必要に応じて警察に連

絡をする。 

開館時間内常時 

23 

選挙公報の補

完ボックス設置 

ポスター掲示場

の設置 

 

選挙公報は、現在各戸配付しているが、選挙人が選挙公

報を容易に入手できるよう補完ボックスを設置するとともに、

補完場所であることを明示する掲示物の掲示をお願いす

る。補完期間を過ぎた公報は業者が回収する。 

※選挙を実施す

る場合のみ。 

選挙公報の補完

ボックス設置期

間：各選挙の公示

日・告示日後の配

送日～投票日 3

日後まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（令和９年度に会場として使用する予定） 

１ 

健康維持に関

する各種講演

会・講習会 

各種講演会：医師、管理栄養士、歯科衛生士などの講師を

招いて運動・講義 

歯科・栄養・食育に関する講習会など 

実施内容（参加者

の人数、講師の

都合、地域の要

望等）によって月

に 1～2回程度、

施設を利用するこ

ともあり得る。 

２ 

三療サービス

（施設内サービ

ス） 

区内在住の 60歳以上の方を対象に、高齢者の健康および

福祉の増進を目的とした はり・マッサージおよび指圧（三

療サービス）を１回 1,500円で実施する。 

各施設２か月に１

度 

 

 



 

 

別紙３ 
 

募集要領に関する質問票 

送付先 
練馬区高齢施策担当部高齢社会対策課区立施設運営係 

E-Mail KOUREITAISAKU15@city.nerima.tokyo.jp 

 

送付元 

法人等の名称 

連絡先             （担当者名） 

電話 

FAX 

E-mail 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※処理経過（練馬区記入欄） 

 収受/  月  日      回答/  月  日    他法人への通知/ 要・否 

 



別紙４  

 
 

プロポーザル方式による事業者選定情報に係る情報公開基準 
 
１ 趣旨 

プロポーザル方式による事業者選定は、入札方式に比べ対象業務にふさわしい事業者を選定
できる一方、選定までの経過が区民から見てわかりにくいものとなっている。そこで、プロポ
ーザル方式による事業者選定手続きについて、より一層の公正性、透明性、客観性を確保し、
区民に対する説明責任を果たすため、本基準を制定する。この基準は、区内部における取扱い
を定めるという意味だけでなく、プロポーザル方式により行う事業者選定に応募する者に対し
て事前に周知し、当該内容を了解の上応募することを条件とする。 

 
２ 対象となる契約案件 

プロポーザル方式により、契約優先候補者を１者または数者選定する契約 
 

３ 公開対象文書および公開基準 

対象文書名 

（例示） 

契約 

締結前 

契約締結後 

契約者に 

係るもの 

非契約者に 

係るもの* 

提案事業者名 × ○ ○ 

事
業
提
案
に 

関
す
る
書
類 

参加表明書（公募型） × △ △ 

事業提案書（企画提案書、受

注体制文書、見積書等） 
× △ × 

法
人
の
資
格
に 

関
す
る
書
類 

その他提出書類（会社組織

図、会社概要、財務諸表等） 
× △ × 

採点表 × ○ ○ 

選定実施決定書 ○ ○ 

仕様書、募集要領（評価項目、基準含む） ○ ○ 

評価項目の配点等 × ○ 

選定委員名簿 × ○ 

優先候補者決定書 × ○ 

 
（注１） ○：公開、△：一部非公開情報を含む、×：非公開 
（注２） 「非契約者に係るもの*」には、辞退者に係る情報は含まない。 
（注３） 「一部非公開情報」とは見積書における積算単価・内訳、受注体制文書における社員

情報や配置内訳（常勤・非常勤の別）などをいう。 
（注４） 契約締結前であっても、契約優先候補者決定後は、提案事業者に対して自己の採点表

を情報提供することができる。 
 

４ 適用関係 
この基準は、平成25年４月１日以降に実施するプロポーザル方式による事業者選定から適用

する。 
 

５ その他 
この基準における非公開情報は、練馬区情報公開条例（平成13年10月練馬区条例第61号）第

７条各号に規定する非公開情報をいう。 



 

 

別紙５ 

練馬区立敬老館 評価項目・評価基準 

 評価項目 評価基準 

団 

体 

審 

査 

１安定性・継続性 
 

(1)利益を上げる力の有無（※１） 
(2)事業効率の状況 
(3)資金力の有無 
(4)借入金の返済能力の有無 
(5)経営の安全性 

２組織体制 (1)個人情報保護および情報セキュリティ確保のための取組 
(2)情報公開の取組 
(3)法令等の遵守（労働関係法令の遵守を含む。）に対する団体

の取組 
(4)準公金の適正な処理および管理体制 

３団体の施設運営実績 (1)敬老館と同種、同規模施設の運営実績 
(2)現在、運営している施設の状況および施設での取組内容・

取組の成果 
(3)過去のトラブルへの対応状況 

４区内事業者か否か (1)区内事業者である 

 

提 

案 

審 

査 

５施設運営体制 (1)施設の設置目的・現状を踏まえた管理・運営の基本的な考
え方 

(2)現在のサービス水準の維持および向上のための提案 
(3)利用者ニーズの把握とニーズを反映させるための取組 
(4)職員に対する教育、研修体制 
(5)人材の安定確保および離職の防止に向けた取組 
(6)感染症拡大防止のための取組 

６利用者等への対応 (1)利用者への公平公正な対応 
(2)利用者等の人権の配慮 
(3)苦情解決体制 
(4)職員の接遇に関する取組 

７施設の維持管理・安全性
への配慮 

(1)日常的な点検体制 
(2)災害その他緊急時の危機管理体制 
(3)管理上の不具合や問題の区への報告体制 

８効率的な管理運営 
 
 

(1)効率的な人員配置 
(2)再委託の範囲の妥当性 
(3)事業計画と収支計画の妥当性 
(4)その他効率的・効果的な施設運営に係る提案 

９施設特性に応じ
た評価項目  

(1)高齢者相互の交流の機会及び場の提供に関する取組 
(2)高齢者の健康増進に関する取組 
(3)近隣施設と連携しての取組（併設施設を含む） 

10見積金額 (1)見積金額の妥当性 
11地域への貢献 (1)区民雇用の促進（非常勤・臨時職員を含む。） 

(2)再委託における区内事業者の活用・物品の区内事業者 
からの調達 

(3)地域、関係機関、ボランティア等との協働・連携の推進 

※１ 社会福祉法人、公益財団法人および公益社団法人を受託者候補として評価する場合は、 

「⑴ 補助金、委託費のみに頼らない自主的運営努力の有無」に読み換える。 

 



練馬区公共施設等総合管理計画 

〔実施計画〕 

令和６年度（2024 年度）～令和 10 年度（2028 年度） 

令和６年（2024 年）３月 

練 馬  区

別紙６ 



（８）高齢者福祉施設
① 敬老館

ー

ー

【東大泉敬老館】
JA東京あおば東大泉
支店跡施設へ移転
し、街かどケアカ
フェ・地域包括支援
センターに機能転換

ー
設計
工事

機能転換 ー

【高野台敬老館】
高野台デイサービスセ
ンターへ移転・複合化
し、街かどケアカ
フェ・地域包括支援セ
ンターに機能転換

設計 工事 機能転換 ー

工事
（学校改築）

工事
（学校改築）

機能転換

 敬老館は、地域性や施設の状況等を考慮しながら、機能転換を進めます。
栄町敬老館は、新たな小中一貫教育校（旭丘小学校・旭丘中学校）の設置にあわせ

て移転・複合化し、街かどケアカフェと地域包括支援センターに機能転換します。
＜リーディングプロジェクト１＞

高野台敬老館は、高野台デイサービスセンターへ移転・複合化し、街かどケアカ
フェと地域包括支援センターに機能転換します。

東大泉敬老館は、JA東京あおば東大泉支店跡施設へ移転し、街かどケアカフェと地
域包括支援センターに機能転換します。

上石神井敬老館は、街かどケアカフェに機能転換し、併設の地域包括支援センター
と一体的に運営します。

10年度目標
５年度末

（見込み）

５か年計画

６年度 ７年度 ８年度 ９〜10年度

ー

【栄町敬老館】※１

小中一貫教育校へ移
転・複合化し、街か
どケアカフェ・地域
包括支援センターに
機能転換
[再掲]

工事
（学校改築）

24



※１…事業費は「(12)①小中学校」に計上
事業実施課：高齢施策担当部 高齢社会対策課、高齢者支援課

５年度末
（見込み）

５か年計画

６年度 ７年度 ８年度 ９〜10年度
10年度目標

機能転換
【上石神井敬老館】
街かどケアカフェに
機能転換

ー ー 設計 工事

事業費（百万円） 71 5 83

25



（提出様式１） 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

練馬区長 殿 

申請者 主たる事務所の所在地 

法人等の名称                

代表者の氏名                

 

 

応募事前申込書 

 

 

下記施設について、運営に関する業務を行いたいため、応募事前申込書を提出します。 

 

記 

 

１ 受託希望施設 

施設名 受託を希望する施設の欄に○を記載

してください 

大泉北敬老館  

南田中敬老館  

三原台敬老館  

※応募する施設を令和８年度に受託していない団体は、該当施設の見学会に参加して

いただきます。 

 

２ 連絡先 

法人等の名称 

部署             （担当者名） 

電話 

FAX 

E-mail 

 

 

※処理経過（練馬区記入欄） 

 収受/  月  日      返答/  月  日 



（提出様式２） 

 

 

                   
提出団体等の名称               
 

提出書類一覧 

 № 提出書類名 必須 提出様式 提出書類に○ 

／ ／ 応募事前申込書 ○ 様式１ 事前提出済 

Ａ 申請に関する書類 

 1 提出書類一覧（本票） ○ 様式２  

2 応募申請書 ○ 様式３  

3 応募申請に係る誓約書 ○ 様式４  

Ｂ 団体等に関する書類 

 

1 

定款・規定（①給与規定、②就業規定、③個人情報

保護規定、④情報公開規定、⑤情報セキュリティポ

リシーの対策基準等を添付） 

○  

 

2 団体等の沿革（事業経歴、事業所一覧） ○ 様式５  

3 団体等の組織図 ○   

4 団体等の役員・評議委員等の構成、名簿 ○   

5 理事会・役員会等の開催日・議題一覧（直近３年分） ○   

6 団体等代表者の履歴書 ○   

7 

団体等全体および各事業所の正規・臨時・非常勤等

の身分別の配置人数、平均勤続年数、離職率 

（４月１日基準作成直近３年分） 

○  

 

8 
都指導検査、区監査等での指摘事項と改善状況（直

近３年分） 
○  

 

9 
今後、予定している団体等の経営に係る大きな変更

事項（合併、資本の提携等） 
※  

 

Ｃ 施設運営に関する書類 

 1 人員配置計画書 ○ 様式６  

2 勤務予定表 ○ 様式７  

3 施設長予定者の経歴書 ○   

4 
社会福祉に精通した職員の略歴書 

（3 と同一の場合は省略可） 
〇  

 

5 企画書 ○ 様式８  

Ｄ その他 

 1 
法人が運営している高齢者施設・事業に関する資料

（パンフレット可） 
○  

 

 2 安全管理体制確認書 ○ 様式９  

Ｅ 経営状況に関する書類（提出２部、別綴とすること） 

 
1 
法人の履歴事項証明書（発行後３か月以内のもの）

（法人でない場合は不要） 
○  

 

2 団体等の定款 ○   

3 事業経歴（または会社案内等） 〇   

4 

団体等全体および各事業所の正規・臨時・非常勤等

の身分別の配置人数、平均勤続年数、離職率 

（４月１日基準作成直近３年分） 

○  

 

5 

令和５年度～令和７年度(直近の３年度)決算書類

のうち税務申告書類一式（販売費及び一般管理費明

細および勘定科目内訳明細書を含む）またはそれに

代わるもの 

○  

 



（提出様式２） 

 

 

※社会福祉法人および区の外郭団体の場合は、令和

５年度～令和７年度（３年度前～前年度の３年度

間）決算書（収支に含まれる補助金等（補助金、委

託料、助成金など）の金額を含む） 

6 

令和５年度～令和７年度（直近の３年度）決算にか

かる営業報告書または事業概況書（税務署に提出し

たものの写し。作成していない場合は、令和５年度

～令和７年度（直近の３年度）事業報告書を提出し

てください。 

※社会福祉法人および区の外郭団体の場合は、令和

５年度～令和７年度（３年度前～前年度の３年度

間）事業報告書 

○  

 

7 

令和５年度～令和７年度（直近の３年度）決算にか

かるキャッシュフロー計算書 

※社会福祉法人および区の外郭団体の場合は、令和

７年度・令和８年度（前年度・当該年度）予算書 

○  

 

8 

（社会福祉法人の場合）令和５年度～令和７年度拠

点区分事業活動明細書もしくは拠点区分資金収支

明細書 

○  

 

凡例：必須欄 ○は必ず提出してください。 
※は予定している場合に提出してください。 空欄は任意です。 

   様式欄 指定されたものは、その様式を使用。その他は、任意の書式を用意してく

ださい。 
   提出する書類名の右端欄に○印をつけて、提出書類一式に添付してください。 

 

≪注意事項≫ 

 １ 提出書類のうち、Ａ～Ｄについては（正本１部、副本７部） 

 ※同一申請者が複数の敬老館に応募する場合、提出書類ＢおよびＤ―１は、いずれか

1施設の提出書類にのみ添付してください。その他の施設の提出書類への添付は不

要です。 
 
２ 提出書類のうち、Ｅについては、上記とは別綴にて２部ご提出願います。 

  ※同一申請者が複数の敬老館に応募する場合、提出書類Ｅは、いずれか 1 施設の提

出書類として、別綴にて２部ご提出ください。その他の施設の提出書類としては、

不要です。 
 

 ３ 提出書類はフラットファイル等を用いて、一式（「提出書類一覧」を含む）をＡ４判・

縦長・左２点穴開けに綴ってください。 
 
 ４ 表紙、背表紙に「応募施設名、法人名」を記載してください。 
 
 ５ 提出書類のうち、正本および副本７部には、中表紙および書類名を記入したインデ

ックスを付けてください。副本１部は、区の印刷用原稿としますので、インデックス

等を貼らずに、コピーしやすいものを提出願います。 
 
 ６ 提出書類には、通しのページ番号を付け、以下の事項に従ってください。中表紙に

はページ番号は不要です。 

  ① 原則両面印刷としてください。ただし、構造上の一部片面印刷は可とします。 

  ② 文字の大きさは「12 ポイント」で「ＭＳ明朝」を基準としてください。ただし、

表題や強調のためにフォント等を変更することは可とします。 
 
 ７ 提出された書類は返還しません。また、申請に要する経費は、申請法人の負担とし

ます。 
 

 ８ 一度提出された書類等の変更は原則できませんのでご注意ください。 



（提出様式３） 

令和  年  月  日 

 

練馬区長 殿 

 

申請者 主たる事務所の所在地 

法人等の名称                

代表者の氏名               

 

 

応募申請書 

 

 

下記のとおり、練馬区立敬老館の運営に関する業務を行いたいので申請します。 

 

記 

 

１ 受託を希望する練馬区立敬老館の名称 

  練馬区立 

 

２ 受託を希望する練馬区立敬老館の所在地 

  東京都練馬区 

 

３ 添付書類 

  提出書類一覧（提出様式２）のとおり 

 

 

 



（提出様式４） 

 
 

令和  年  月  日 

練馬区長 殿 

申請者 主たる事務所の所在地            

法人等の名称                

代表者の氏名                

 

応募申請に係る誓約書 

 

 練馬区立敬老館運営業務委託事業者の申請にあたり、下記の応募資格をすべて満たし、

かつ欠格条項に該当していないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 応募資格 

  募集施設と同規模の、施設運営能力がある法人その他団体で、つぎのいずれかの 

 条件を満たすもの。 

⑴ 練馬区から高齢者福祉事業の委託を受けている。 

⑵ 東京都内において福祉施設または同種の施設を運営している。 

 

２ 欠格条項（下記の(1)～(6)のいずれかに該当している場合、応募はできません） 

 ⑴ 地方自治法施行令第167条の４の規定に該当するもの 

 ⑵ 練馬区から指名停止措置を受けているもの 

 ⑶ 法人税、法人事業税、消費税、地方消費税、所得税、個人事業税、特別区民税等を

滞納しているもの、または、代表者がこれらの税金を滞納しているもの 

 ⑷ 会社更生法、民事再生法等により更正または再生手続を開始している法人 

 ⑸ 団体の役員または構成員が練馬区契約における暴力団等排除措置要綱（平成22年8月

2日22練総経第335号）別表に掲げる措置要件のいずれかの規定に該当するもの 

 ⑹ 区長、副区長、教育長、教育委員会の委員、選挙管理委員会の委員、監査委員もし

くは農業委員会の委員（以下この号において「区長等」という。）または議員が、応募

団体の無限責任社員、取締役、執行役もしくは監査役またはこれらに準ずるべき者、

支配人および清算人（以下「無限責任社員等」という。）となっている法人（区長等が

応募団体の無限責任社員等になっている法人については、区が資本金、基本金その他

これらに準ずるものの２分の１以上出資しているものを除く。） 

 



（提出様式４） 

 
 

（参考） 

練馬区契約における暴力団等排除措置要綱（平成 22年 8月 2日 22練総経第 335号）別表 

措置要件 期 間 

 １ 暴力団員等であるときまたは暴力団員等が有 

  資格者の経営に実質的に関与しているとき。 

 

 

 

 ２ 業務に関し、不正に財産上の利益を図るため、 

  または第三者に損害を加えるために暴力団また 

  は暴力団員等を利用したと認められるとき。 

 

 ３ 暴力団または暴力団員等に対して、直接もしく 

  は間接的に金銭、物品その他の財産上の利益を与 

  え、便宜を供与し、または暴力団の維持もしくは 

  運営に協力したと認められるとき。 

 

 ４ 暴力団または暴力団員等と社会的に非難され 

  る関係を有していると認められるとき。 

 

 ５ 下請契約、資材・原材料の購入契約その他自ら 

  が行う契約に当たり、その契約の相手方が前各号 

  のいずれかに該当するものであることを知りな 

  がら、当該契約を締結したと認められるとき。 

 

 ６ 有資格者が、第 5条の規定による勧告を受けた 

  日から 1年以内に再度勧告に相当する行為があ 

  ったとき。 

当該認定をした日から 24か月（措

置期間内に改善されない場合は、

改善されたと認められる日まで。

以下同じ。） 

 

当該認定をした日から 24か月 

 

 

 

当該認定をした日から 12か月 

 

 

 

 

当該認定をした日から 12か月 

 

 

当該認定をした日から 12か月 

 

 

 

 

当該認定をした日から 12か月 

 



（提出様式５） 

法人の名称                

 

法人の沿革 

 

１ 事業経歴 

年月日 経    歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 

１ 法人設立から現在に至るまでの沿革について、時系列で記入してください。 

２ 事業内容については、具体的に記入してください。 

３ 欄が足りない場合は、別紙に記入して添付してください。 



（提出様式５） 

２ 事業所一覧 

開設年月日 

（廃止年月日） 

※和暦で記入 

事業所名 所在地 事業種別 

  年  月  日 

   

年  月  日 

   

年  月  日 

   

年  月  日 

   

年  月  日 

   

年  月  日 

   

年  月  日 

   

年  月  日 

   

凡例 

１ 法人設立から現在に至るまでに開設した事業所すべてについて、時系列順に記入し

てください。 

２ 欄が足りない場合は、別紙に記入して添付してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 



（提出様式５） 

３ 法人の理念・姿勢および地域貢献 

⑴ 法人の特色、基本理念・経営理念の明文化とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 上記⑴の基本理念に基づく、社会貢献活動や地域連携等の取組状況 

（地域やボランティア等との協働・連携を推進する取組状況および今後の取組について、

記載してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(提出様式６)

常勤 非常勤 臨時雇い
その他
(派遣等）

1 施設管理責任者

2

3

4

5

6

合　計

凡例
１「従事職務」は、窓口応対、設備管理、警備など主に従事する職務を記載してください。
　区分しないときは「その他」としてください。
２　再委託先で雇用されるものは除いてください。

人員配置計画書

人員配置について、特記事項があれば記入してください。

団体等名称

従事職務 人数（Ａ）
（Ａ）の人数内訳



(提出様式７)
勤務予定表

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

注１：　勤務する日の各欄に、勤務シフトの番号を記入してください。

注２：　提出様式５の「人員配置計画書」に記載したものについて記入してください。

注３：　必要に応じて、１日のローテーション表を作成して添付してください。

勤務シフト６　　　　　　　時　　　分～　　　時　　　分（労働時間　　　　時間　　　分）

勤務シフト７　　　　　　　時　　　分～　　　時　　　分（労働時間　　　　時間　　　分）

4週間の労
働時間合
計（h）

従事職務
第１週 第２週 第３週 第４週

(団体等名称）

勤務シフト１　　　　　　　時　　　分～　　　時　　　分（労働時間　　　　時間　　　分）

勤務シフト２　　　　　　　時　　　分～　　　時　　　分（労働時間　　　　時間　　　分）

勤務シフト３　　　　　　　時　　　分～　　　時　　　分（労働時間　　　　時間　　　分）

勤務シフト４　　　　　　　時　　　分～　　　時　　　分（労働時間　　　　時間　　　分）

勤務シフト５　　　　　　　時　　　分～　　　時　　　分（労働時間　　　　時間　　　分）



（提出様式８） 

団体等の名称              

 

企 画 書 

※各項目について、貴団体および当該施設がどのように行おうとしているかを記載してください。 

※欄が足りない場合は、行の高さを調整するか、任意の別紙を作成してください。 

 

１ 組織体制 

⑴ 個人情報の保護および情報セキュリティ確保のための取組 

※個人情報保護、情報セキュリティ確保のための体制および運用状況など具体的な取組内容

を記載してください。（規程は提出書類Ｂ－１で提出願います。） 

 

 

 

 

 

⑵ 情報公開の取組 

※情報公開の体制および運用状況など具体的な取組内容を記載してください。（規程は提出書

類Ｂ－１で提出願います。） 

 

 

 

 

 

⑶ 団体および当該施設の運営における法令等の遵守（労務関係法令の遵守を含む）

に対する取組 

※法令等の遵守や行動指針等、職員からの相談を受ける窓口等の設置、職員の教育・研修等、

コンプライアンス推進の取組を記載してください。 

 

 

 

 

 

⑷ 収受した実費負担金等の準公金の適正な処理および管理体制 

 

 

 

 

 

 



（提出様式８） 

２ 団体の施設運営実績 

① 敬老館と同種の事業の運営実績 

◇ 敬老館と同種の事業を３つまで記載し、４つ以上運営している場合は、最後の備考

欄に「他*○○施設運営」と記載してください。（* ○○には施設数を記載） 

◇ 施設種別は、老人憩いの家、老人福祉センター等を記載してください。 

◇ 施設規模は、建物の広さ、階数等を記載してください。 

◇ 管理形態は、自己施設、管理運営委託、指定管理等の別を記載し、自己施設でない 

場合は委託元も記載してください。 

施 設 名 ①  

所 在 地  

施設開設日  運営開始日  

施 設 種 別  

施 設 規 模  

職 員 数 常勤  非常勤等  定員数  

管 理 形 態  

備  考  

 

施 設 名 ②  

所 在 地  

施設開設日  運営開始日  

施 設 種 別  

施 設 規 模  

職 員 数 常勤  非常勤等  定員数  

管 理 形 態  

備  考  

 

施 設 名 ③  

所 在 地  

施設開設日  運営開始日  

施 設 種 別  

施 設 規 模  

職 員 数 常勤  非常勤等  定員数  

管 理 形 態  

備  考  

 

 



（提出様式８） 

② 現在、運営している施設の状況および取組内容・取組の成果 

◇ 貴法人の運営する敬老館または同種の事業の状況および取組内容・取組の成果について簡潔

に記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 過去のトラブルへの対応状況 

◇ 貴法人の運営する敬老館または同種の事業において、過去の利用者または事業運営に関するト

ラブルのうち、事業運営上重要性が高いと考えられるトラブルを必ず２つあげ、対処した内容につ

いて簡潔に記載してください。 

【ケース①】 

年月日 
 対応にかかった 

期間 

 

内 容 

 

 

 

 

対 応 

 

 

 

 

 

【ケース②】 

年月日 
 対応にかかった 

期間 

 

内 容 

 

 

 

 

対 応 

 

 

 

 

 

 



（提出様式８） 

３ 施設運営体制 

⑴ 施設の設置目的・現状を踏まえた管理・運営の基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

⑵ 現在のサービス水準の維持および向上のための提案 

 

 

 

 

 

 

⑶ 利用者ニーズの把握とニーズを反映させるための取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（提出様式８） 

⑷ 職員の育成、研修体制、キャリアアップを支援するための取組 

※現在、運営している施設における職員の育成等について記載してください。また、法人に

おける取組も記載してください。 

 

 

 

 

 

 

⑸ 人材の安定確保および離職の防止に向けた取組 

※現在、運営している施設における職員の安定確保に向けた取組や職場定着のための工夫等

について記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑹ 感染症拡大防止のための取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（提出様式８） 

４ 利用者等への対応 

⑴ 利用者への公平公正な対応 

 

 

 

 

 

 

⑵ 利用者等の人権に配慮した対応 

※練馬区における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領を踏まえた、合理的

配慮の提供等も含め記載してください。 

 

 

 

 

 

 

⑶ 苦情解決体制 

 

 

 

 

 

 

⑷ 職員の接遇に関する取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（提出様式８） 

５ 施設の維持管理・安全性への配慮 

⑴ 日常的な点検体制 

 

 

 

 

 

 

⑵ 災害その他緊急時の危機管理体制 

 

 

 

 

 

 

⑶ 管理上の不具合や問題の区への報告体制 

 

 

 

 

 



（提出様式８） 

６ 効率的な管理運営 

⑴ 効率的な人員配置の工夫 

※「人員配置計画書」「勤務予定表」と整合性がとれるような記載にしてください。 

 

 

 

 

 

 

⑵ 再委託についての考え方と範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（提出様式８） 

⑶ 事業計画および収支計画 

  ◇金額は税込表記としてください。 

 

令和９年度予算 

ア 人件費 円 

イ 事業費 円 

ウ その他 円 

合 計 円 

 

ア 人件費（令和９年４月から令和 10年３月） 

  ◇ 積算内訳には、基本給、通勤・扶養・住居等に関する支給、賞与、法定福利厚生費（法

人負担分含む）、退職金引当金等、人件費に係る費用はすべて積算してください。 

 

職員区分 人数 金額 積算内訳 

（例）館長（常勤） １ 〇〇円 
基本給〇円、諸手当〇円、賞与〇円、 

法定福利費〇円、退職金引当金〇円 

    

    

    

    

    

計    

※例は、提出時には削除してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（提出様式８） 

イ 事業費（令和９年４月から令和 10年３月） 

  ◇ 事業費は、人件費、本部経費を除くすべての経費を積算してください。 

 

区 分 金 額 積 算 内 訳  

（例）保健衛生費   

（例）教養娯楽費   

（例）福利厚生費   

（例）事務消耗品費   

   

   

   

   

   

計   

 

ウ その他経費（令和９年４月から令和 10年３月） 

  ◇ 人件費または事業費に該当しない費用（本部経費等）がある場合は積算してください。 

 

区 分 金 額 積 算 内 訳  

   

   

計   

  

  ◇ 本部経費に対する考え方を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 



（提出様式８） 

エ 人件費（令和 10～11年度） 

◇ 「ア 人件費（令和９年４月から令和 10年３月）」と同様に積算した各年度１年間分の

人件費を記載してください。 

※各年度の人件費を含めた予算額は、概算経費を上回ることがないこと 

 

 令和 10年度（※例は、提出時には削除してください） 

職員区分 人数 金額 積算内訳 

（例）館長（常勤） １ 〇〇円 
基本給〇円、諸手当〇円、賞与〇円、 

法定福利費〇円、退職金引当金〇円 

    

    

    

    

    

計    

 

 令和 11年度（※例は、提出時には削除してください） 

職員区分 人数 金額 積算内訳 

（例）館長（常勤） １ 〇〇円 
基本給〇円、諸手当〇円、賞与〇円、 

法定福利費〇円、退職金引当金〇円 

    

    

    

    

    

計    

 

⑷その他効率的・効果的な施設運営に係る提案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（提出様式８） 

７ 施設特性に応じた提案 

※それぞれの施設の設置目的等を踏まえ、ご提案願います。 

 

⑴  高齢者相互の交流の機会及び場の提供に関する取組 

 

 

 

 

 

 

⑵  高齢者の健康増進に関する取組 

 

 

 

 

 

 

⑶  近隣施設と連携しての取組（併設施設を含む） 

 

 

 

 

 

 

⑷ その他（令和８年度に受託していない団体は、引継ぎを含めた準備委託につい

て提案してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（提出様式８） 

８ 地域への貢献 

⑴ 区民雇用の推進についての考え方と方策（非常勤・臨時職員を含む） 

 

 

 

 

 

 

⑵ 再委託における区内事業者の活用についての考え方と方策 

 

 

 

 

 

 

⑶ 物品の区内事業者からの調達についての考え方と方策 

 

 

 

 

 

 

⑷ 地域、関係機関、ボランティア等との協働・連携の推進に向けた取組 

 

 

 

 

 

 



（提出様式９） 

 

安全管理体制確認書（委託事業者等用） 

 

 

 練馬区長 吉田 健一 殿 

 

 

 

下記件名に係る契約・協定等（以下「契約等」という。）を履行するに当たり、 

            と練馬区との間で締結する契約書または協定書等・仕様

書・受託情報の保護および管理に関する特記事項ならびに個人情報の保護に関する

法律（平成15年５月法律第57号）、その他関係法令等で求められる個人情報の安全管

理措置について、契約等の履行期間開始日（契約等の変更または覚書を交わす場合

は、その変更日または交わした日）より、すべて遵守いたします。 

 

 

件名：令和９年度練馬区立   敬老館運営業務委託 

 

契約等の期間： 令和９年４月１日 ～ 令和10年３月31日 

 

 

 

記入日   年  月  日 

 

所在地                                 

 

事業者名                                

 

代表者職・氏名                                         

           

 

 

担当者所属・氏名                            

                    

連絡先                                                   







三　原　台　敬　老　館　平　面　図


